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支 部 活 動

各支部の総会内容

［関東支部］

物流危機、 軽減税率等の課題対応を加速

　関東支部は６月６日 （木） １１時３０分より東京 ・ 大手町のレベル２１東京會館に於いて定時総会

に先立ち幹事会を開催し、 午後から行われる定時総会の議案内容を確認した。 午後１時より定時

総会を開催、奥山常任幹事の司会進行で始まり、最初に佐々木淳一支部長 （日本アクセス （株））

が挨拶し 「目下、 食品流通業界の最大課題は、 １０月実施予定の消費増税と軽減税率制度への

対応」 と強調した。 日食協はこれまで専門部会を通じて製配販三層が利用できる手引書や業務処

理のあり方を公開し成果を示しているが、 日本が初めて経験する軽減税率制度は卸の存在があっ

てスムーズに導入できたと評価が得られるよう、 １０月までの残された期間も対応に手を緩めない方

針を示した。 また物流環境の厳しさについても言及し、 卸の課題として、 トラックドライバーの待機

時間削減への取組みが重要とした。 日食協は農林水産省の補助を受け、 業界標準型のトラック入

荷受付 ・ 予約システムを完成 ・ 稼働したと説明。 現在、 業界の協調領域事業としてシステムの普

及拡大に努めており 「デジタル時代における新技術を取り込みながらプラットフォーム基盤をしっか

り作り、 その上で競争と協調を実現することが必要。 日食協は継続して基盤づくりの主体的役割を

果たし、 会員相互の団結で中間流通の存在価値を高めていきたい」 と述べた。 奥山専務理事は

協会事業計画を示すとともに、 すでに数企業へトラック入荷受付 ・ 予約システムの導入が進んだと

説明。 現在入荷受付システムのみが稼働しているが７月からフルバージョンで稼働する拠点も予定

され、動画を使ってシステムを紹介した。また間近に迫った消費税軽減税率制度へ向け、日食協「軽

減税率対応システム専門部会」 の大久保敏男 （三菱食品 （株）） 座長が企業間取引におけるリベー

トなどの業務処理について解説し、 あらためて会員相互間で情報を整理、 共有した。

関東支部定時総会議事録

　

日　　時　　　令和元年６月６日 （木）　１３ ： ００～１４ ： ２０

場　　所　　　レベル２１　東京會館　シルバールーム

出席状況　　　会員３８社中　出席１９社　委任状１６社　計３５社

　冒頭　佐々木淳一関東支部長 （株式会社日本アクセス） が開会に際し挨拶を行った。

　続いて事務局は本日の出席者及び委任状の状況を報告した。

　　会員３８名　　出席１９名　　委任状１６名　　計３５名

　　ほかに事業所会員３名、 賛助会員６６名が出席。

　従って関東支部規約第１３条１項の定足数を満たしており会の成立を報告。

　ここで支部規約９条により佐々木支部長が議長席に着席した。

　議長は議事録署名人として、 株式会社サンヨー堂　新網殿と株式会社升喜　松本殿を指名、 両

氏が承諾して議事に入った。
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第１号議案　平成３０年度事業報告に関する件

第２号議案　平成３０年度収支決算報告に関する件

　議長より事務局に対し両案続けて説明するよう指示があり、 これを受けて事務局は５月２９日に開

催された本部の定時総会に於ける状況も含めて会報２０９号を資料として次の如く報告を行った。

　１） 本部事業活動報告

　２） 関東支部活動

　　 ・ 関東支部流通業務委員会活動報告

　　 ・ 関東支部収支決算 （前年度繰越額　３４７，７５９円、 当期収入合計１，５００，００５円

　当期支出合計１，４０３，４２４円、 次期繰越収支差額４４４，３４０円、 各予算比と内容概要）

併せて、 会計監事の伊藤忠食品株式会社　神保敏郎氏に監査を受けたことを報告。

　ここで議長は会計監事の神保氏に監査結果を報告するよう要請した。

　神保監事は 「５月１３日 （月） に日食協の事務所に於いて監査を実施し、 全てに関し正確かつ

適正であることを確認した」 と報告した。

　議長は両議案について質疑を求めたが無かったので承認を求め、 拍手で承認された。

第３号議案　２０１９年度事業計画案に関する件

第４号議案　２０１９年度収支予算案に関する件

　議長より事務局に対し両案続けて説明するよう指示があり、 これを受けて事務局は予め配布した

資料を用いて、 協会の事業計画を演繹して関東支部事業計画を策定し、 担当別予定まで流通業

務委員会で討議策定した計画案を説明した。 そして収支予算として前期繰越４４４，３４０円、 当期

収入計１，５００，１００円、 当期支出合計１，５２０，０００円、 次期繰越収支差額４２４，４４０円の予算

内容を説明した。

　議長は事務局の説明した内容について質疑を求めたが無かったので承認を求めたところ拍手で

承認された。

第５号議案　一部役員改選の件

　議長は事務局に内容を説明するよう要請した。

事務局より、 本年は役員任期途中ではあるが一部の幹事より会社の事情により辞任の申し出と後

任幹事候補者の指名があり、 候補者当人の内諾をいただいた旨を報告、 辞任幹事名と新幹事候

補者名を読み上げた。

辞任幹事 新幹事

稲　田　雄　司　幹事

（三井食品株式会社常務執行役員　

　営業本部副本部長）

苅　野　尚　人　幹事

（三井食品株式会社執行役員　首都圏支社長）

小　梛　一　義　幹事

（ユアサ ・ フナショク株式会社専務取締役）

白　鳥　　剛　幹事

（ユアサ ・ フナショク株式会社常務取締役）

田　村　　悟　幹事

（武田食品株式会社　取締役部長）
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第６号議案　その他

　議長より、 当総会場にて審議を必要とする他の問題提起を求めたが特に無く、 事務局からの報

告事項も無かったので、 本日のすべての議題が滞りなく終了したことを告げ、 １４時１５分に総会

は終了した。

以上

２０１９年度　関東支部 役員

役  員 社　　名 役　　職 氏  名 備　考

支 部 長 ㈱日本アクセス 代表取締役社長　社長執行役員 佐々木　淳一 重任

副支部長 国分ｸﾞﾙｰﾌﾟ本社㈱ 取締役常務執行役員 内藤　　 悟 重任

副支部長 国分首都圏 ㈱ 常務執行役員　第二営業本部長 前原　康宏 重任

副支部長 三 井 食 品  ㈱ 執行役員　首都圏支社長 苅野　尚人 新任

副支部長 ㈱サンヨ－堂 代表取締役社長 島垣　研二 重任

副支部長 三菱食品　㈱ 営業第一本部長 片岡　博彰 重任

会計監事 伊藤忠食品 ㈱ 東日本営業本部副本部長 神保 敏郎 重任

幹    事 日本酒類販売㈱ 代表取締役会長 松川　隆志 重任

幹    事  ㈱ ヤ  グ  チ 商品部部長 後藤　　 毅 重任

幹    事 コンタツ　㈱ 物流統括部長 福岡　義明 重任

幹    事 ㈱ 升    喜 商品政策部部長 松本　克美 重任

幹    事 ㈱マルイチ産商 執行役員　商品事業部長 小林　徳幸 重任

幹    事 横浜乾物 ㈱ 代表取締役会長 斉藤　浩一 重任

幹    事 国分関信越 ㈱ 代表取締役社長執行役員 大久保 徳政 重任

幹    事 ヤ  マ  キ  ㈱ 代表取締役社長 山口　　 茂 重任

幹    事 ﾕｱｻ ･ ﾌﾅｼｮｸ　㈱ 常務取締役 白鳥　　剛 新任

幹    事 常洋水産　㈱ 取締役営業本部長 増子　幸吉 重任

幹    事 群馬県卸酒販　㈱ 代表取締役社長 髙橋　定男 重任

常任幹事 日　食　協 専 務 理 事 奥山　則康 重任



—  116  —

平成３０年度新物流コスト実態調査報告 （対象期間 ： 平成３０年４月～平成３１月３月）

（関東支部流通業務委員会）

　関東支部流通業務委員会は、 平成３０年度を対象とする物流コストについて、 ６月に実態調査を

行い、 関東支部流通業務委員企業８社から回答をいただいた。 その中で特に常温加工食品のウ

エイトの高い３社 （加藤産業、 三菱食品、 日本アクセス） について別途集計、 分析を行った。 担

当は、 飛田忠司氏 （伊藤忠食品 （株））。

　加工食品流通は原料価格の高騰などにより、 平均ケース単価は前年から１９円上昇し２，３７２円

となり、 ５年連続上昇している。 物流コストは、 設備費の減少によりケースあたり０．９７円減少し

１０７．８１円となり、 売上比も４．５５％と昨年の４．６２％より０．０７％減少している。

　項目別ではデータ処理費４．８円 （＋０．８２円）、 設備費１７．５９円 （－２．８４円）、 流通加工費

３９．８３円 （＋１．４８円）、 配送費４５．５９円 （－０．４３円） であり、 データ処理費 ・ 配送費は横

ばいであるが、 設備費は減少、 流通加工費は増加となった。

　近年の配送ドライバーや庫内作業員不足による人件費増は、 本年も継続され改善の兆しが見え

ない状況である。 流通加工費においては、 最低賃金の上昇と人材不足による派遣作業員の増加

により２年連続のアップとなった。 配送費においては、 協働によるサプライチェーンの効率化によ

り配送要件の見直しや各企業の物流拠点の統合 ・ 変更を行い、 本年は大幅なコスト増にはならな

かったが、 市場は依然として厳しい状況である。 また、 同対応により設備費の削減へと繋がった。

今後は、 「ホワイト物流」 推進運動への賛同など物流部門だけでなく企業全体での改善への取

り組みが不可欠であり、 トラック入荷受付／予約システムなどの新技術の導入や更なるサプライ

チェーン全体での協調の推進が必要である。

３社
Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

金額 率 金額 率 金額 率 金額 率

ケース単価 ２，２５８ ２，２７８ ２，３５３ ２，３７２

データ処理 ５．３　 ０．２３　 ４．９　 ０．２２　 ３．９　 ０．１７　 ４．８　 ０．２０　

設備費 ２０．８　 ０．９２　 ２０．７　 ０．９１　 ２０．４　 ０．８７　 １７．６　 ０．７４　

流通加工 ３４．５　 １．５３　 ３４．２　 １．５０　 ３８．３　 １．６３　 ３９．８　 １．６８　

配送費 ４０．６　 １．８０　 ４１．７　 １．８３　 ４６．０　 １．９６　 ４５．６　 １．９２　

合計 １０１．１ ４．４８　 １０１．５　 ４．４６　 １０８．７ ４．６２　 １０７．８ ４．５５　

（単位 ： 「金額」 ＝円　　「率」 ＝％）
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２０１９年度新返品実態調査報告 （対象期間 ： 平成３０年１月～１２月）

（関東支部流通業務委員会）

　２０１９年度の返品実態調査については、 平成３０年度に引き続き、 製 ・ 配 ・ 販連携協議会に準

じたフォーマットにて分析を行った。 担当は、 佐藤一樹氏 （加藤産業 （株））。 尚、 製 ・ 配 ・ 販

連携協議会は、 全国を対象とし本委員会では関東エリアの数値を纏めたものとなる。 関東支部流

通業務委員企業８社における、 小売業からの売上返品は０．１４％となり昨年の０．１６％から若干で

はあるが下回った。 （全国平均値は０．１７％）。 チャネル別ではＧＭＳ、 ＳＭ、 ＣＶＳなどではほぼ

横ばいで推移し、 百貨店においては昨年２．９０％から本年２．５８％と０．３２ポイント下がった結果

となっている。 ８社合計の売上返品額も前年比８７．５％と前年を下回っている。

　メーカーへの仕入返品は８社合計で０．３７％となり昨年の０．３４％から０．０３ポイント増加した。

（全国平均値は０．４４％）。 返品理由別に分析すると 『定番カット』、 『棚替え ・ 季節品』、 上位二

つで約６割超となっている。

　また、 返品に関わるコストについて、 返品処理費用は前年比８９．３％と前年を下回り、 売上返

品の減少が影響していると思われる。 返品経費率 （返品処理経費÷対仕入先返品額） も昨年の

４．７４％から４．０９％と前年を０．６５ポイント下回っている。 返品処理経費の内訳でみると昨今の人

手不足の世相を反映してか 『庫内人件費』 の割合が４４．１％を占め、 昨年の３４．８％から９．３ポ

イント増加している。

　今年度は 「売上返品」、 「仕入先返品」 ともに昨年を下回る結果となったが、 製 ・ 配 ・ 販での

返品削減に向けた役割の再確認、 更なる連携強化を進めながら、 卸として市場動向に沿ったＭ

Ｄ提案、 精度の高い需要予測等、 返品削減に向けてより一層の役割が求められる。 フードロス対

応が社会的に注目されるなか、 ＳＤＧｓ　時代におけるフードサプライチェーン全体の課題のひとつ

として返品削減は重要テーマであり、 今後も引き続き調査 ・ 分析を行っていく必要がある。
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２０１９年度在庫回転日数調査結果
（関東支部流通業務委員会）
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２０１９年度在庫回転日数調査結果
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２０１９年度　傭車及び物流動向調査

分析結果 （９社回答）
（関東支部流通業務委員会）
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［中 ・ 四国支部］

安定した食の供給に向けて

　中・四国支部は６月１１日 （火） ホテルグランヴィア広島に於いて定時総会を開催した。 当日は、

事務局の中本一馬氏 （藤徳物産 （株）） の司会進行で始まり、 最初に定足数を確認、 ついで支

部長の守分孝治氏 （藤徳物産 （株）） が開会の挨拶を述べ、 議案の審議に入った。 ２０１８年度

事業報告書承認の件、 ２０１８年度決算報告書の件、 ２０１９年度事業計画案承認の件、 ２０１９年

度収支予算案承認の件を審議し、 いづれも原案どおり拍手で承認された。 終了後、 会場を移し

て賛助会員も合流しての合同研修会が開催された。

　守分支部長が開会の挨拶を行い、 「食品流通は量より質を目指した動きはあるものの、 地方でも

都市部へ人口が集中し、 郡部では限界集落も見られるような状況となる。 そうした中でも我々食品

卸は、 安定した食の供給に向けて効率化に取組んでいかねばならないのでご協力を願う。 軽減税

率制度が１０月から導入されるが多少混乱も予測されるがのりきっていきたい」 と述べた。 続いて奥

山専務理事が本部活動報告を行って講演会に入り、 商い創造研究所　代表取締役松本大地氏が

「人やマーケットの半歩先の変化を解く、 商いのものさし～ネット時代だからこそ求められる新たな

価値創造～」 と題して講演した。 その中で現在は生活提案から 「生活創造」 の時代であり、 食の

質の追及でのキーワードは 「健康」、 また 「消費は投票」 であり社会課題の解決の真摯な姿勢が

求められる。 ソロ社会でのコミュニティを育てる 「ギャザリング」 も重要とお話しされた。 終了後懇

親会が行われ、 開宴のご挨拶を副支部長店の藤江里士氏 （広川 （株））、 乾杯のご発声を水野

和志氏 （中村角 （株）） が行い、中締めを福島浩司氏 （国分西日本 （株）） が行って閉会となった。

［東北支部］

厳しい環境を打開する知恵と団結で難局を乗り切る

　東北支部は６月１９日 （水） ホテルモントレ仙台に於いて定時総会を開催した。 副支部長の石橋

逸平氏 （国分東北 （株）） の司会進行で始まり、 最初に支部長の佐藤　淳氏 （佐藤 （株）） が挨

拶し、 会員の一致団結を呼びかけた。 続いて定足数を確認して議案の審議に入り、 第１号議案平

成３０年度事業活動報告、 平成３０年度決算報告書、 平成３０年度決算監査報告、 第２号議案令

和元年度事業計画及び予算をいずれも原案どおり拍手で承認された。 また今秋に予定される経営

実務研修会の日程及び講師についても検討し決定された。 終了後奥山専務理事から消費税軽減

税率制度への準備状況について確認や本部の活動状況について報告を行い昼食とした。

　午後１時より賛助会員も合流して賛助会員連絡会が開催された。最初に佐藤支部長が挨拶し「少

子高齢化の一層の進展、 消費者ニーズの多様化など、 社会構造・消費環境の変化への対応から、

企業間の価格競争は一段と激しくなり、 更には労働力不足による物流コストの上昇等、 事業環境

は一層厳しくなるものと予想されます。 東北の商環境は全国と比較しても大変厳しい状況にあると

思いますが、こうした環境を打開すべく知恵を絞り、会員と賛助会員が一致団結して堅実に邁進し、

難局を乗り切っていきたい」 と述べた。 ついで賛助会員を代表して江崎グリコ （株） 北海道東北

エリア支店長の吉池　透氏が挨拶し、 シニアマーケットに対するマーケティングの重要性を述べら

れた。 続いて奥山専務理事が 「日食協本部活動報告」 を行って閉会した。
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［東海支部］

知恵と力を合せて課題に対応

　日本加工食品卸協会東海支部は６月２５日、 平成３１年度定時総会を名古屋観光ホテルで開催、

１５名が出席した。

　総会は永津嘉人支部長の 「日本加工食品卸協会では現在、 トラックの入荷受付や消費税の軽

減税率などの卸が抱える問題について、 日本全国の卸が知恵と力を合わせて対応に取り組んで

いる。 業界全体が団結して解決していく必要のある問題は多く、 東海支部においても支部会員の

皆様と協力して各種問題に取り組んでいきたい」 と挨拶して始まり、 上程した各議案を審議し了承

を得た。 続いて卸協会本部の奥山則康専務理事が重点活動報告を行い、 消費税増税と軽減税

率についての対応、 トラック入荷受付／予約システムの開発と運用、 ホワイト物流推進運動、 フー

ドデイストリビューションの開催、 食品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチームの活動など

の取組みを解説した。

［近畿支部］

業界として課題を共有化して対応

　近畿支部は６月２６日 （水） 太閤園に於いて定時総会を開催した。 総会は事務局の小林正典

氏 （伊藤忠食品 （株）） の司会進行で始まり、 最初に支部長の岡本 均氏 （伊藤忠食品 （株））

が挨拶し 「Ｇ２０で大阪の様子も一変している。 Ｇ２０ は大きな国際的課題が数多くある中で開催

される。 厳戒態勢で我々の物流にも大きな影響が生じている。 また業界も今後厳しくなるものと思

われるが、 個社だけの対応では限界があり業界で課題を共有化して乗り切りたい」 と述べた。 続

いて事務局が定足数を確認して、 議案の審議に入り、 平成３０年度事業報告に関する件、 平成

３０年度収支決算報告に関する件、 ２０１９年度事業計画 （案） に関する件、 ２０１９年度収支予

算 （案） に関する件をいずれも拍手で承認された。 尚、 総会に先立ち大阪府食品卸同業会と共

催にて奥山専務理事からの 「日食協本部活動報告」 を受けた。

［北海道支部］

新支部長に布施和博氏 （日本アクセス北海道 （株）） が就任

　北海道支部は７月４日 （木） １４時より京王プラザホテル札幌に於いて定時総会に先立ち常任幹

事会を開催し、 この後行われる定時総会の議案内容と懇談会についての確認と今後の行事日程

について検討した。 １５時から定時総会並びに懇談会を開催。 事務局の小島　亨氏 （日本アクセ

ス北海道 （株）） の司会進行で始まり、 最初に支部長の村山圭一氏 （スハラ食品 （株）） が挨拶

し 「令和の時代となり、 １０連休の仮需もあったがそれ以降はまた厳しい状況が続く。 食品流通は

今後ますます業態の垣根がなくなり、 従来のビジネスモデルでは存続が難しくなる。 またＳＤＧｓ等

企業のあるべき姿も求められる」 と述べた。 ついで事務局が定足数を確認して議案の審議に入り、

平成３０年度支部事業活動報告、 平成３０年度支部決算報告及び監査報告、 支部役員改選の件
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等について審議し全て原案どおり拍手で承認され総会は終了した。 ついで新旧支部長が挨拶し、

新支部長に就任した布施和博氏 （日本アクセス北海道 （株）） は 「令和の時代にふさわしく美し

く調和のとれた日食協活動を心がけるのでご協力願いたい」 と抱負を述べた。 引き続き懇談会に

入り、 ＷＧメンバー代表の福留尚樹氏 （加藤産業 （株）） が支部活動状況を報告した。 続いて

奥山専務理事が 「日食協本部活動報告」 を行った。 休憩後講演会に入り、 講師に商い創造研

究所代表取締役松本大地氏を招き 「人やマーケットの半歩先の変化を解く、 商いの新しいものさ

し～ネット時代だからこそ求められる新しい価値創造へ～」 と題して講演された。 終了後懇親会を

行い、 開宴挨拶を賛助会員世話人代表高橋敏博氏 （北海道味の素 （株）） が行い、 中締めを

副支部長の黒澤良一氏 （国分北海道 （株）） が行って閉会した。

北海道支部新役員体制

支部長 布施　和博 日本アクセス北海道（株） 代表取締役社長執行役員

副支部長 黒澤　良一 国分北海道（株） 代表取締役社長執行役員

副支部長 中川　英二 三菱食品（株）北海道支社　 常務執行役員支社長

会計監事 坂本　秀明 （株）スハラ食品 代表取締役社長執行役員

常任幹事 伊関　淑之 北海道酒類販売（株） 代表取締役社長

常任幹事 池内　　斉 加藤産業（株） 北海道支社長兼札幌支店長

常任幹事 坂本　昌弥 三井食品（株） 北海道支社支社長

［北陸支部］

日食協を有効な場として活用

　北陸支部は。 ７月９日 （火） 午前１１時よりホテル日航金沢に於いて、 午後に開催される定時総

会に先立ち役員会を開催。 総会における議案内容の確認が主な内容であるが、 今秋に予定され

る経営実務研修会の講師、 日程等についても検討し総会に諮ることとした。 昼食後、 定時総会を

開催。 最初に北陸支部長の荒木　章氏 （カナカン （株）） が挨拶し 「厳しい物流環境に対応し

日食協では業界標準トラック入荷受付 ・ 予約システムを開発した、 おおいに活用願いたい。 また

食品ロスの議員立法が成立した。 業界として納品期限の緩和、 賞味期限の年月表示化、 賞味期

限の延長化などに取組みもったいない精神の具現化を目指したい。 日食協は卸のための研究機

関としてメーカーにも行政にも影響をあたえている。 日食協を有効な場として活用し前進していき

たい」 と述べた。 ついで出席者が各自自己紹介を行った後、 荒木支部長の司会進行で議案の審

議に入り、 平成３０年度事業報告並びに収支決算報告に関する件、 令和元年事業計画並びに収

支予算について、 経営実務研修会の講師、 日程案について審議し全て原案どおり拍手で承認さ

れた。 最後に奥山専務理事が 「日食協事業活動報告」 を行い閉会した。

［九州 ・ 沖縄支部］

引き続き加工食品流通の安定向上に努めたい

　九州 ・ 沖縄支部は７月１１日 （木） 午前１１時よりＡＮＡクラウンプラザホテルに於いて、 午後か

ら開催される定時総会に先立ち幹事会を開催。 事務局の御舩弘久氏 （ヤマエ久野 （株）） の司
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会進行で始まり、 最初に支部長の網田日出人氏 （ヤマエ久野 （株）） 挨拶、 ついで事務局から

定時総会の議案内容を説明し確認を行った。

　昼食後、 午後１時より定時総会を開催。 最初に本村陽一氏 （コゲツ産業 （株）） が開会のこと

ばを述べ、 ついで網田支部長が挨拶し 「九州支部は昭和５２年４月日食協の発足にあわせ設立、

以来社会の変化に対応して中間流通機能を見直し、 進化させながら発展してきた。 世界経済の

減速感や不確実性の高まり、 １０月からの消費増税、 また九州地区の地の利を活かしたインバウ

ンドの取り込みにもやや陰り感もあり今年度は厳しい経済環境になる見込みではあるが、 引き続き

日食協の目的でもある加工食品流通の安定向上に努めたい」 と述べた。 ついで網田支部長が議

長席に着いて議案の審議に入り、 ２０１８年事業報告並びに収支決算書承認の件、 ２０１９年度事

業計画並びに予算案承認の件を原案どおり拍手で承認した。 次に取引慣行改善に係る地域活動

の実態報告について福岡地区協議会の田原一宏氏 （コゲツ産業 （株）） が報告した。

【福岡地区協議会活動報告】

　福岡地区協議会では定例会を２ヶ月に１回　１１企業で実施しております。 直近では、 各卸の課

題といいますか、 カゴ車やオリコンの管理方法 ・ 運用の仕方 ・ ルールをどうしているのかの意見

交換やカゴ車の管理システムの構築の例であったり、 ドライバーが携帯電話アプリでカゴ車の入力

管理をされていること等を意見交換することにより、 各社自社に持ち帰り、 経費削減に繋げており

ます。 現在、 トラックの待機時間の問題やまだ九州の卸間では実践されておりませんが、 共同配

送についての意見交換を行っております。 まず現状の状況把握と今後遂行するにあたり１０月以

降にはなりますが、 日食協　ここにいらっしゃる奥山専務理事のお力もお借りしながらすぐに結果

がでるとは考えておりませんが、 各物流部門の担当者を交えて勉強会等を開いていければと考え

ております。

　次に、 毎年継続して行っております、 かれこれ５年になりますが、 福岡地区協議会の卸各社の

返品率の実態調査を実施致しております。 今回も２０１８年度の一年間を対象に業態別に調査し比

較を致しております。 その結果、 卸別の返品率の全体平均では０．０５％～最大０．７５％でありまし

た。 昨年よりかなり改善され、 ０．３２％いい数字となりました。 業態別で見ますと、 ギフトの返品が

目立つ百貨店は相変わらず高い数値であり、 ０．８３％悪化しており、 中々減っておりませんが近

年かなり改善されたドラッグストアが今年も率が下がり、 今期も０．１７％改善しております。 ディスカ

ウントストアにおきましても、 店頭での処分販売 ・ メーカー様のご協力 ・ またお得意先様への御願

いもあり、０．０４％改善しております。 また、大手量販は、０．２％改善。 昨年、唯一　返品率の高かっ

た中小ＳＭが０．７８％大きく改善した図式となりました。 その中で、 一般小売業が約０．３％悪化し

ており、 ほとんどの卸が、 数字が悪化する形となりました。 市場の状況を反映し、 売場の商品の

回転数も落ちているのではないかとの意見もありました。 今後もお得意先様に対し返品削減の要

請を継続し、 協力を仰ぎ、 改善していきたいと考えております。 また　問屋に起因しない返品につ

きましては、 返品に掛かる費用負担 ・ （例えば、 現地処理の増、 廃棄費用増） 等について、 今

後メーカー様の協力をお願いしたいとの意見も多く、 出ておりますので、 メーカー様におかれまし

ても毎回の御願いとなりますが、 ご検討とご協力の程　宜しくお願い致します。

　以上で福岡地区協議会の活動報告を終わります。

　ついで議長から商品展示即売会の本年度自粛の継続について説明があり、 拍手で継続が承認
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され総会は終了した。 その後奥山専務理事が 「日食協活動報告」 行い、 特別講演会に入り、 講

師の商い創造研究所代表取締役　松本大地氏が 「半歩先の変化を解く、 商いの新しいものさし

～ネット時代に求められる食の価値創造～」 と題して講演し閉会した。

 

各県ブロック動向

◆中部食料品問屋連盟

　中部食料品問屋連盟は６月２５日、 第７０期定時総会を名古屋観光ホテルで開催。 ７０回の節目

であり正会員 ・ 賛助会員合わせて２９９名が出席し盛大に行われた。

　総会開催にあたり永津邦彦会長が挨拶を述べた後、 議長に推されて各議案を審議し原案通り承

認し、 北村篤司会計監事が監査報告を述べた。 第五号議案の 「役員改選の件」 では新会長と

して永津嘉人氏 （トーカン社長） を選出し承認を得て、 六代会長に就任した。

　続いて中部食料品問屋連盟発足７０周年記念式典が執り行われ、 功労役員表彰などを行った。

記念講演では作家の諸田玲子氏を講師に招き、 『語りかけてくる歴史』 を演題に、 江戸時代の名

古屋の繁栄やその背景などを解説し好評を得た。

　記念懇親会は青山和曉副会長の開会挨拶で始まり、 味の素 ・ 久我章良名古屋支社長が 「連

盟は７０年の長きに亘り中部の食の発展に大きな貢献があり、 正会員の皆様には常に我々賛助会

員の商品を大事に扱っていただいてもらい心より敬意を表します。 食品業界はロボットやＡＩの活

躍が著しくなり、 ビジネスや生活は劇的に変化しているが、 それだけにこうして人の集まる場は重

要な意味を持つ。 令和の時代も連盟のさらなる発展を期待したい」 と乾杯を行い宴に移行し、 各

所で連盟の歴史を振り返るなど歓談が行われた。 宴半ばにキユーピー ・ 岩田清司名古屋支店長

が 「連盟発足７０周年おめでとうございます。 今は連盟発足時とは違い、 食が有り余る状況にも関

わらず様々な問題が生まれている。 食は体を作り、 聞いた言葉が心を作り、 話した言葉が未来を

作るという言葉がある。 発足当時の志を思い出し、 食を通じた楽しみの提供などに取り組んでいき

たい」 と中締めを行い、 閉会となった。

◆大阪府食品卸同業会

　大阪府食品卸同業会は６月２６日 （水） 大阪市の太閤園で平成３０年度定時総会を開催。 正会

員と賛助会員１１０人が参加した。 冒頭挨拶に立った魚住直之会長 （伊藤忠食品 （株）） は 「食

品流通業界は少子高齢化と人口減少による消費量の減少、 小売業の態間競争激化による流通再

編の加速、 消費者の購買行動の多様化などが同時進行し、 従来のビジネスモデルだけで対応す

るのが困難になっている。 特にインパクトが大きいのが物流コストで、 その削減が最大の課題であ

る」 と業界の現状を指摘。 その上で 「卸とメーカーがコミュニケーションを強化し、 互いにメリット

のある物流の構築や卸同士の共配も検討すべきだと考えている。 市場の縮小も考慮し、 無意味な

価格競争に歯止めをかけなければならない」 と呼びかけた。 総会では役員の留任や今年度の活

動計画などが承認された。 総会に続き日食協の奥山専務理事が登壇し、消費税の軽減税率制度、

物流、 食品ロスなど業界を取り巻く諸問題への対応について報告した。 消費税軽減税率制度に

ついては 「日本で初めて経験する消費税の複数税率制度が卸の存在があって円滑に導入できた

と評価されるよう、 残り３ヶ月、 手を緩めることなく準備に取り組んでいきたい」 と述べた。
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◆静岡食品卸同業会

　静岡食品卸同業会は、 ６月２８日に静岡グランドホテル中島屋に於いて定時総会を開催した。

総会は幹事の小倉圭太郎氏 （小倉屋 （株）） の司会進行で始まり、最初に会長の山口　茂氏 （ヤ

マキ （株）） が挨拶し 「メーカーさんのご協力を得て、 静岡県の食生活の環境を育んでいきたい」

と述べた。 続いて議案の審議に入り、継続して試食会を実施する事業方針案等を拍手で承認した。

続いて新任のメーカー営業責任者が登壇して挨拶し総会は終了した。 その後奥山専務理事が「日

食協事業活動報告」 を行って、 懇親会となり閉会した。

長野県食品問屋連盟　　

令和２年３月４日開催予定の第５１回定時総会は新型コロナウィルスの影響で中止。


